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第１節　世界最先端を目指す情報通信ネットワークの現状
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IT活用型社会の実現のためには、IT活用の基盤となる情報通信ネットワークの整備が不可欠である。
「e-Japan重点計画」では、我が国が5年以内に世界最先端のIT国家になるという目標を実現するため、
重点分野の一つとして「世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成」が挙げられている。
第1節では、世界最高水準を目指した情報通信ネットワークの現状について、インターネットの普及
状況、特にブロードバンドや携帯インターネットの動向とともに、放送のデジタル化の現状について概
観する。

（インターネットの普及状況）

○　我が国のインターネットの普及は着実に進展している。平成13年12月現在、インターネット利用者
数は5,593万人（対前年比18.8％増）と推計され、1年間で885万人の増加を示した。また、人口普
及率は、対前年比6.9ポイント増の44.0％となった。

○　インターネットの世帯普及率も対前年比26.5ポイント増の60.5％と全世帯の6割を超え、各世帯での
インターネット利用が急速に進んでいる。

○　世界におけるインターネット利用者数は、2002年2月現在、約5億4,420万に達し、また、人口普及
率を国際比較してみると、スウェーデン、アイスランド、デンマークの上位3か国は60％を超えて
いる。我が国の人口普及率44.0％は、16番目になっている。

（飛躍的に拡大するブロードバンド）

○　DSLが牽引役となって、ブロードバンド加入者数が急速に増加している。平成14年3月末現在のブ
ロードバンド加入者数は、387万加入と1年間で4.5倍になり、特に、DSLは238万加入と、この1年
間で34倍と爆発的な伸びを示している。
また、平成17（2005）年度末には、ブロードバンド加入世帯数は、約2,000万世帯と推計されてい
る。

○　世界的にも諸外国におけるブロードバンド化の動きは本格化しており、特に韓国は著しい進展をみ
せている。

（第3世代携帯電話のスタート）

○　我が国の携帯インターネットは、平成14年3月末現在で5,193万加入に達しており、サービス開始以
来わずか3年余りの間に5,000万加入を突破し、世界を大きくリードしている。

○　平成13年10月には、世界に先駆け第3世代移動通信システム（IMT-2000）の本格サービスがNTTド
コモグループより開始され、続いて、平成14年4月からはKDDIグループがサービスを開始した。
同年12月にはＪ-フォンが本格サービスを開始する予定となっている。

（放送のデジタル化）

○　平成14年3月に、東経110度CSデジタル放送が開始された。BSデジタル放送と共用の受信機とアン
テナで視聴できることから、BS・CS両デジタル放送があいまって普及が促進されるものと期待さ
れている。

○　地上デジタル放送は平成15（2003）年末までに、関東・近畿・中京の三大広域圏で、平成18
（2006）年までに、その他の地域で開始される予定である。地上放送のデジタル化は、ほぼ全世帯
に普及するテレビを家庭における簡便な高度情報通信端末とするものであり、高度情報通信ネット
ワーク社会のゲートウェイとしての意義を有している。

第１節のポイント



4
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（1）我が国のインターネット普及状況

我が国のインターネット利用者数は、ここ数年で

急速に増加を続けている。総務省が行った通信利用

動向調査によれば、平成13年末における我が国のイ

ンターネット利用者数（注1）は5,593万人（対前年比

18.8％増）と推計され（注2）、1年間で885万人の増加

を示し、人口普及率（注3）は44.0％となっている（図

表①）。平成17（2005）年には、インターネット利用

者数は8,720万人に達するものと見込まれている（注4）。

また、インターネットの世帯普及率については、

平成12年末の34.0％から平成13年末には60.5％と全

世帯の6割を超え、世帯でのインターネット利用が

急速に進んでいることが分かる。インターネット事

業所普及率についても68.0％と対前年比で20ポイン

ト以上も増加し、また、企業普及率は97.6％と、既

にほとんどの企業で利用されているなど、インター

ネットの普及は着実に進んでいる（図表②）。
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図表①　インターネットの人口普及状況

※1　事業所は全国の(郵便業及び通信業を除く。）従業者数5人以上の事業所�
※2　「企業普及率(300人以上）」は全国の(農業、林業、漁業及び鉱業を除く。）従業者数300人以上の企業�
�
図表①、②　（出典）総務省「通信利用動向調査」�

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

9 10 11 12 13 （年）�

（％）�

6.4

80.0

19.1

31.8

88.6

34.0

44.8

95.8

60.5

68.0

97.6

19.2

11.0

68.2

12.3

企業普及率（300人以上）� 事業所普及率�世帯普及率�

図表②　世帯・企業・事業所でのインターネット普及率

（注1）ここでは、「インターネット利用者」を、「インターネット（ウェブまたは電子メールのどちらかのみの場合も含む。）を、自宅･自宅外を
問わず、パソコン、携帯電話、携帯情報端末、家庭用ゲーム機、インターネット接続機器を設置したテレビ受像機により利用している人」
と定義している
平成13年末における我が国のインターネット利用者数の推計手法は以下のとおり
「通信利用動向調査」での郵送アンケート調査において、自宅の内外を問わず、①パソコン　②携帯電話･PHS･携帯情報端末　③家庭用ゲ
ーム機･インターネット接続機器を設置したテレビ受像機のそれぞれからインターネット（ウェブ閲覧又は電子メールのどちらかのみの場
合も含む。）を利用している人の年代別の比率を集計し、我が国の年代別人口構成比に合うように補正。この比率に平成13年末時点の全
国の6歳以上の人口（11,959万人）を乗じ、インターネット利用者数5,593万人を算出

（注2）平成13年のインターネット利用者数は6歳以上を対象として推計。なお、平成12年のインターネット利用者数は、15歳以上79歳以下、平
成11年までの利用者数は、15歳以上69歳以下を対象とした推計であり、前年比較は厳密なものではない

（注3）人口普及率は、インターネット利用者数5,593万人を平成13年時点の我が国の全人口推計値12,718万人（「我が国の将来推計人口（中位推
計）」（国立社会保障･人口問題研究所、平成14年1月））で除すことにより算出した

（注4）将来推計は平成13年版情報通信白書による
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（2）個人のインターネット利用の状況

個人のインターネット利用の状況を端末別にみる

と、パソコンによるインターネット利用者数は4,890

万人であり、携帯電話・PHS、携帯情報端末からの

インターネット利用者数は2,504万人となっている

（図表③）。

パソコンからのインターネット利用者の利用場所

についてみると、「自宅・その他」の利用者が最も

多く3,681万人、職場からの利用者が2,716万人、学

校からの利用者が1,130万人となっている（図表④）。

※　【　】内は、3つの円の重なり部分の人数。（　）内は、6歳以上のインターネット利用者に占める割合�
　　なお、端数処理のために、一部合計値が一致しない個所がある�

パソコンのみの利用者
2,953万人（52.8％）�

【1,676万人
（30.0％）】�

【151万人
（2.7％）】

【21万人
（0.4％）】�

携帯電話・PHS、�
携帯情報端末
のみの利用者

657万人（11.7％）�

【110万人
（2.0％）】�

ゲーム機･TV等
のみの利用者

  26万人（0.5％）�

2001年末時点�

合計 5,593万人�

携帯電話・PHS、携帯情報端末�
からの利用者�
計2,504万人（44.8％）�

パソコンからの�
利用者�

計4,890万人�
（87.4％）�

ゲーム機・TV等�
からの利用者�
計307万人�
（5.5％）�

図表③　端末別にみた個人のインターネット利用者数・比率

※　【　】内は、3つの円の重なり部分の人数（再掲）。(　)内はパソコンからのインターネット利用者数に占める割合�
　なお、端数処理のために、一部合計値が一致しない個所がある�

�
図表③、④　（出典）総務省「通信利用動向調査」�
�

自宅・その他からのみの利用者
1,221万人（25.0％）�
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（37.7％）】�
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図表④　利用場所別にみたパソコンからのインターネット利用者数

郵送アンケート調査及びウェブアンケート調査について
郵送アンケート調査は、国民全般のインターネット利用状況に関する基礎的なデータを得ることを目的としており、無作為抽出した者を

対象としている
他方、ウェブアンケート調査は、日常的にインターネットを活用している人における状況を調査することを目的としており、インターネ

ットホームページ上に公開した調査票へ任意でアクセスし、回答した者を対象としている



（1）世界のインターネット人口普及率

世界におけるインターネット人口普及率を国・地

域別にみると、NUA社の調べによれば、35％以上は

21の国及び地域となっている（図表①）。中でもス

ウェーデン、アイスランド、デンマークの上位3か

国は60％を超え、北欧地域のインターネットの利用

が進んでいることがうかがえる。我が国のインター

ネットにおける普及は進展しているものの、次頁に

あるように、世界的にも利用者数は着実な増加をみ

せており、我が国の人口普及率である44.0％は全世

界中、16番目となっている。全体的に、北米と欧州

における普及率が高いが、香港等アジア各国及び地

域も上位に入ってきている（注）。
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2 世界におけるインターネットの普及状況

第１節　世界最先端を目指す情報通信ネットワークの現状

－我が国のインターネット人口普及率は16位。世界のインターネット利用者数は5億4,420万人
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総務省「通信利用動向調査」、NUA社調べ（平成14年3月）より作成�

図表①　インターネット人口普及率35％以上の国及び地域

（注）NUA社公表資料は、各国・地域の調査機関等が公表しているデータを取りまとめて同社ホームページに掲載している。調査時期は各国・地
域によって異なっており、本図表における比較はあくまで参考のためのものである
なお、図表①における各国・地域の調査機関及び調査時期については以下のとおり
日本　：　総務省「通信利用動向調査」（2001.12）
スウェーデン、デンマーク、香港、オランダ、オーストラリア、カナダ、シンガポール、ニュー・ジーランド　：　Nielsen NetRatings調
査（2002.2）
米国　：　Nielsen NetRatings調査（2001.8）
ノールウェー、台湾、スイス　：　Nielsen NetRatings調査（2001.7）
アイスランド　：　ITU調査（2000.12）
英国　：　Jupiter MMXI調査（2001.6）
韓国　：　Korea Network Information Center調査（2001.7）
フィンランド　：　Taloustukimus Oy調査（2000.8）
オーストリア　：　Media Research調査（2001.12）
バミューダ　：　ITU調査（2000.4）
ドイツ　：　SevenOne Interactive調査（2002.2）
アンドラ　：　Information Society Commission調査（2001.4）
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（2）世界のインターネット利用人口

我が国と同様、世界のインターネット利用者数も、

この数年で急激な増加を続けている。NUA社が公表

している推計によれば、2002年2月現在のインター

ネット利用者数は約5億4,420万人に達している（図

表②）。地域別の内訳は、米国・カナダで構成され

る北米地域が最も多く1億8,123万人（33.3％）、以下、

欧州地域が 1億7,135万人（31.5％）、アジア・パシ

フィック地域が1億5,749万人（28.9％）と続いてい

る（図表③）。また、インターネット利用者数の地

域別割合の推移をみると、北米地域が減少している

一方で、欧州、アジア・パシフィック地域等の割合

が増加しており、米国を中心としたインターネット

の利用が他の地域に波及し、米国を上回る伸び率と

なっていることがうかがえる（図表④）。なお、

国・地域別のインターネット利用者数をみると、最

も利用者数の多い米国が1億6,614万人、次いで我が

国の5,593万人となっている（図表⑤）。
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図表②　世界のインターネット利用者総数の推移
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図表③　インターネットの地域別利用者数（2002年2月時点）
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図表⑤　インターネット利用者数の上位10か国



（1）ブロードバンド利用者の推移

平成13年版情報通信白書は「ブロードバンド元年」

を宣言したが、その後ブロードバンド利用は飛躍的

に拡大している。自宅のパソコンからのインターネ

ットアクセスの方法（図表①）の利用率をみると、

平成12年と比べてブロードバンド回線の利用率は

6.9％から14.9％に増加し、電話回線によるダイヤル

アップは55.4％から47.2％に減少している。ISDN回

線によるダイヤルアップも33.5％から24.6％に減少

している（図表②）。

ブロードバンド回線加入数は、平成14年3月末で

387万加入に達し、この1年間で約4.5倍と飛躍的に拡

大している。同年4月末には428万加入となっている。

中でも、既存の電話回線を活用するDSLの加入数は、

平成14年3月末現在238万加入となり、この1年間で

約34倍と爆発的な伸びを示している。同年4月末に

は270万加入となっている。また、ケーブルテレビ

網を利用したインターネット接続サービス（以下

「ケーブルインターネット」という。）についても、

平成14年3月末現在146万加入となり、この1年間で

約2倍に拡大している。同年4月末には153万加入と

なっている。さらに、無線を活用した高速インター

ネットについても、平成14年3月末現在8,000加入と

なり、この1年間で約9倍と大幅な伸びを示している

（図表③）。同年4月末には1万加入となっている。

このように急速に進展しているブロードバンドの

中でも特に加入数を伸ばしているのはDSLである。

平成12年末時点では9,723加入と1万加入に満たなか

ったが、平成13年前半以降、急速に加入数が増加し

始めた。同年11月末には100万加入を突破し、翌月

の12月末には、152万加入に達し、ケーブルインタ

ーネット加入数を初めて上回った。その後も毎月約

30万加入のペースで増加を続け、平成14年2月には

200万加入の大台に乗り、現在では、DSLが我が国

のブロードバンド化の牽引役を果たしているといえ

る。DSLが急速に伸びている要因としては、競争環

境の整備によって新たな事業者の参入が進み、事業

者間の競争等を通じて料金の低廉化が進んだことに

加え、これまで最大1.5Mbpsが主流であった通信速

度が最大8Mbpsへと移行したことによって新たな通

信需要が開拓されたこと等が考えられる。
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■スムーズな利用が可能となるコンテンツサービスの例�

■コンテンツのダウンロードに要する時間�

電子メール�
ウェブ閲覧�

通常の�
テレビ映像�

高精細度映像�
（ハイビジョンレベル）�

のライブ中継�
静止画像配信� テレビ会議�

約15分�約2時間半� 約6分� 約1分� 約6秒�

約1時間�約125時間� 約13時間� 約5時間� 約5分�

※　音声・映像デジタル信号をそれぞれの圧縮技術により情報量を小さくして伝送した場合�

音楽CD�
1枚※�

映画�
1本※�

アクセス回線の具体例�

図表①　回線容量と利用可能なコンテンツ（例）

0 10 20 30 40 50 60（％）�

ブロードバンド回線�

ダイヤルアップ（ISDN）�

ダイヤルアップ（電話回線）�

（出典）総務省「通信利用動向調査」�

14.9
6.9

24.6
33.5

47.2
55.4

平成 12年 12月� 平成 13年 12月�

図表②　自宅のパソコンからのインターネットアクセスの方法（複数回答）
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また、光ファイバを活用したFTTHサービスにつ

いては、既に世界に先駆けて一般利用者向けのサー

ビスが開始されている。平成13年3月に有線ブロー

ドネットワークスが東京都の一部で最大100Mbpsの

サービスを開始、同年8月には、東・西NTTが東京

都・大阪府の一部でサービスを開始するなどサービ

ス展開が本格化しつつあり、加入数は平成14年3月

末現在26,400加入となっている（図表③）。同年4月

には、35,000加入に達している。また、同年3月には

東京電力が新規参入するなど新たな事業者の参入が

続いており、競争が激しくなる動きを見せている。

平成13年10月に総務省が公表した「全国ブロード

バンド構想」におけるブロードバンドの普及予測で

は、想定されるインターネット普及率や料金等の一

定の前提の下で、平成17（2005）年度末には、約

2,000万世帯弱がブロードバンド回線を利用している

と推計している。また、当面はDSLがブロードバン

ド・アクセスの主流を占めるが、光ファイバ網を活

用したサービスが平成15年度から急速に普及し、平

成17（2005）年度には、DSLを逆転するものと予測

している（図表④）。

0
20
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60
80

100
120
140
160
180
200
220
240
260
280
300
320
340
360
380
400

H14.3H13.12H13.9H13.6H13.3H12.12H12.9H12.6H12.3
※「ブロードバンド合計」にはケーブルインターネット、DSL、FTTHのほか、無線を活用した高速インターネットアクセスサービスの�
　  加入数も含まれている�

21.6 33.0 46.6
63.5

85.6

126.1

180.8

284.1

386.9

21.6
0.0

32.9
0.1

46.3
0.3

62.5

1.0

78.4

7.1
0.0

96.7

29.1
0.1

115.1

65.1

0.4

152.5

130.3

0.9

237.9

145.6

2.6

ブロードバンド合計� ケーブルインターネット� DSL FTTH

（万加入）�

図表③　ブロードバンド・アクセスの加入数の推移
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�
（出典）　総務省 ｢全国ブロードバンド構想」（平成13年10月）�

13年6月末� 13年度末� 14年度末� 15年度末� 16年度末� 17年度末�

97万�

計126万�

238万�

　 0.8万�
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計387万�

335万�
593万�

773万�

695万�

429万�

80万�

722万�

417万�

65万�

749万�

388万�

41万�

481万�

16万�

323万�

計917万�

計1,513万�

計1,797万�

計1,977万�
無線を活用したサービス�

ケーブルインターネット�

DSL

光ファイバを活用したサービス�

29万�
0

0

2.6万� 97万�

（万世帯）�

無線を活用したサービス� ケーブルインターネット� DSL 光ファイバを活用したサービス�

図表④　高速・超高速インターネットの普及予測（実加入世帯数ベース）



（2）ブロードバンド料金の動向

ブロードバンドの急速な拡大の背景には、通信事

業者間の競争の進展により料金の低廉化が進んでい

ることが挙げられる（図表⑤）。従前、我が国のイ

ンターネット接続に係る通信料金は、欧米に比べて

割高であったが、現在では世界で最も低い水準とな

っている（図表⑥）。
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図表⑤　ブロードバンド料金の低廉化の状況
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図表⑥　ブロードバンド料金（DSL料金）の国際比較
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（3）諸外国におけるブロードバンド・アクセスの
現状

諸外国においてもブロードバンド化の動きが本格

化しつつある。ブロードバンド・アクセスの普及状

況をみると以下のとおりである（図表⑦）。

インターネットの先進国である米国では、ブロー

ドバンドの利用契約数は900万契約を超えており、

ケーブルインターネットを中心としてブロードバン

ド化が進展している。アジアにおいては、特に韓国

ではブロードバンド化の進展がめざましく、879万

契約と米国に迫る勢いを示している。欧州において

は、ドイツでDSLの契約が200万を超えているが、

英国で53.9万契約、フランスで35.1万契約と比較的

低調な状況である。現在、飛躍的にブロードバンド

契約が増加している我が国の利用契約数は米国及び

韓国に続くものとなっている。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

米国 韓国 日本 ドイツ 英国 フランス シンガポール マレイシア

光ファイバ 0 0 26 0 0 0 0 0
DSL 2,694 5,394 2,379 2,070 211 177 37 0.3
ケーブルインターネット 5,184 3,222 1,456 30 328 174 56 ―
その他 1,283 173 8 ― ― ― ― ―
計 9,161 8,789 3,869 2,100 539 351 93 0.3
総世帯数（千世帯） 106,500 15,512 47,031 38,124 25,085 23,900 964 5,280
世帯普及数（％） 8.60 56.66 8.23 5.51 2.15 1.47 9.65 0.01

※１　利用契約数については、各国の調査機関等が公表しているデータを取りまとめたもので、調査時期についても異なっているため、
本図表における比較はあくまで参考のためのものである�

　　　なお、データの出典、調査時期については以下のとおり�
　　　・米国：FCCレポート、2001年6月末 ・韓国：KRNIC発表、2002年3月末 ・日本：総務省調べ、2002年3月末�
　　　・ドイツ：Reg TP発表、2001年12月末 ・英国：OFTEL発表、DSL(2002年4月末 )、ケーブルインターネット(2002年2月末 )�
　　　・フランス：OECDレポート、2001年6月末 ・シンガポール：IDA調べ、DSL(2000年12月末 )、ケーブルインターネット(2001年6月末 )�
　　　・マレイシア：総務省調べ、2001年8月末�
※２　その他は衛星、FWA等を含む　�
※３　「－」については、データが入手できないためであり、必ずしもサービスが行われていないからではない�
※４　総世帯数については、「Year book of Statistics Telecommunication Services 1991～2000」（ITU）による2000年時点。�

（千契約）�

図表⑦　諸外国のブロードバンド・アクセスの普及状況



我が国の携帯電話によるインターネット接続サー

ビス（以下「携帯インターネット」という。）の利

用は世界を大きくリードしている。平成11年2月に

開始された携帯インターネットの加入数は、わずか

3年余りの間に5,000万加入を突破し、平成14年3月

末現在で5,193万加入に達している（図表①）。携帯

電話の加入者に占める携帯インターネット加入数の

割合は、平成14年3月末現在で75.1％に達し、他の

主要国・地域よりかなり高い水準にある（図表②）。

携帯インターネットの利用用途についてみると、

ニュースや娯楽情報等の情報サービス、チケット購

入や銀行取引等の商取引、着信用の音楽や待受け画

面等のダウンロード等、多様なコンテンツが利用可

能になっているが、これらのコンテンツの表現力を

高める機能として動画サービス、位置情報サービス

等の高度化が進展している（図表③）。
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図表③　携帯インターネットの高度化
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平成13年10月、我が国では世界に先駆けて2GHz

帯の第3世代移動通信システム（以下「IMT-2000」

という。）の本格サービスが開始された。

（1）サービスの特長と推進スケジュール

IMT-2000（International Mobile Telecommunications-

2000）は、グローバルな高速データ通信を可能にす

る高品質なデジタル方式の新世代移動通信サービス

である。世界中どこでも使えるグローバルサービス、

固定網並みの高品質音声サービス、最大2Mbpsの高

速データ通信、簡単な動画の伝送、インターネット

アクセスなどのマルチメディア移動通信サービスの

提供を特長とするものである。

我が国においては、平成12年6月の電気通信審議

会（現情報通信審議会）及び電波監理審議会の答申

に基づき、IMT-2000導入のための電気通信事業の変

更許可及び無線局の予備免許の付与を行い、NTTド

コモグループ、KDDIグループ、J-フォンの3グルー

プがIMT-2000のサービスを行うこととなった。

NTTドコモは、平成13年10月から都心から半径

30km圏内のエリアにおいて最大384kbpsの通信速度

でテレビ電話が可能な高速と高画質を特長とする

「FOMA」のサービスを開始した。平成14年4月には

サービスエリアを全国主要都市まで拡大し、平成15

年度末までに全国展開を行うこととしている。加入

者数は平成14年3月末現在で約9万人となっている。

KDDIグループでは平成14年4月から、全国33都道

府県で最大144kbpsの通信速度でサービスを開始し、

年末までに全国の人口カバー率90％を実現する予定

である。サービス・機能としては、全地球測位シス

テム（GPS）による高精度の位置情報を提供するサ

ービス、高性能カメラ搭載モデルの導入、これまで

と同等の小型・軽量化、長時間使用を実現するなど

の特長がある。

J-フォンは平成14年6月から、首都圏で試験サービ

スを開始し、同年12月からは全国で本格サービスを

開始する予定であり、年内には、3社における競争

が開始される見込みである（図表①）。

（2）利用者サイドの期待と要望

ウェブアンケートにより、第3世代携帯電話に期

待する機能・サービス、また、第3世代携帯電話に

加入する場合に障害となりそうな事項について調査

したところ、以下の結果となった。

第3世代携帯電話に期待する機能・サービスにつ

いては、半数近くの人が「通信速度の速さ」を、3

5 第3世代携帯電話のスタート

－世界に先駆けたサービス開始

平成 13（2001）年� 14（2002）年� 15（2003）年� 16（2004）年�

NTTドコモ�
グループ�

J-フォン�

KDDI
グループ�

W-CDMA

CDMA
2000

▲試験サービス�
東京23区・横浜・川崎一部�▲本格サービス開始�

10/1　国道16号線圏内（都心から半径30km圏内）�5/30

▲首都圏で試験�
サービス開始�
6月�

▲関西・東海地区でサービス開始�
12月� ▲全国主要都市でサービス開始（人口カバー率60％）�

4/1

▲全国主要都市で本格サービス開始�
12月�

▲800MHzによるcdma2000 1x�
4/1　全国主要都市でサービス開始�

▲人口カバー率90％�
12月�

▲関東地区で試験�
　サービス開始�

4月�

▲2GHzによるcdma2000 1xEV-DO�
　関東地区で本格サービス開始�
10月�

▲人口カバー率90％�
12月�

▲人口カバー率90％�
3月�

▲全国展開へ�
3月（人口カバー率97％）�

各社資料より作成�
�
※　ITU（国際電気通信連合）の勧告により IMT-2000は5つの無線方式が採用されたが、我が国では、平成12年9月の電気通信審議
会（現情報通信審議会）の答申により、「W-CDMA」、「CDMA2000」の2つの方式が採用されることとなった�
W-CDMA 　 ：我が国と欧州がそれぞれ ITUに提案した方式を一本化したもの。我が国では、NTTドコモグループとJ-フォンが採用 �
CDMA2000：米国が ITUに提案した方式。cdmaOneの拡張方式であり、システム移行を容易にするため、同方式との互換性が重視

されている。我が国では、KDDIが採用�

図表①　IMT-2000サービス実施予定時期
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�

既にサービスを開始�

2002年にサービス開始予定�

2003年にサービス開始予定�

2004年以降にサービス開始予定�

未定、不明�

ノールウェー�

ドイツ�

ベルギー�

英国�

スウェーデン�フィンランド�

イタリア�
ギリシャ�ルーマニア�

スイス�

フランス�

スペイン�

ポルトガル� 米国�

オーストラリア�

日本�

台湾�
韓国�

ブラジル�

注1　欧州等の情報については、昨年秋の調査に基づく。基盤網は整備されているが、端末がない状況との報道がある�
注2　サービス開始予定については、遅れる可能性がある�

図表④　各国におけるIMT-2000のサービス開始時期（2002年2月現在）

分の1近くの人が「TV電話機能」を挙げている。携

帯電話でも高速・大容量の快適な通信利用環境を希

望しており、携帯電話の更なる進化を期待している

ことがうかがえる（図表②）。

第3世代携帯電話に加入する場合に障害となりそ

うな事項については、「通信料金が高い」、「機器端

末の料金が高い」といった料金関係を障害と考えて

いる人が圧倒的に多く、次いで4割以上の人が「使

用できるエリアが狭い」を挙げている。今後、事業

者間の競争の進展等により、これらの課題が解消す

ることが期待される（図表③）。

（3）海外の動向

各国におけるIMT-2000のサービス開始時期につい

ては、図表④のとおりである。KDDIが採用した

CDMA2000 1X規格のサービスを米国携帯電話会社

最大手のベライゾン・ワイヤレスが2002年1月末に

開始し、同年2月現在においては韓国をはじめとす

る6か国11事業者がサービスを実施している。

欧州においては、通信事業者の業績悪化等により、

IMT-2000の導入が遅れていたが、主要通信事業者は

IMT-2000のサービス開始時期を2002年末から2003

年上旬と発表している。

0 10 20 30 40 50（％）�

通信速度の速さ�

TV電話機能�

クリアな通話品質�

画像等の高品質配信サービス�

海外でも同じサービスが利用できる�

通話とインターネットの同時利用機能�

映像クリッピングサービス�

46.4

30.9

26.3

18.8

18.2

16.3

5.6

図表②　第3世代携帯電話に期待する機能・サービス

0 20 40 60 80 100（％）�

通信料金が高いこと�

機器端末の料金が高いこと�

使用できるエリアが狭いこと�

電話番号が変わること�

魅力あるコンテンツが少ないこと�

電池容量が小さいこと�

その他�

78.8

74.1

43.7

26.0

21.8

19.1

8.2

図表②、③　（出典）　「ITと国民生活に関する調査分析」�

図表③　第3世代携帯電話加入において障害となる事項
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6 放送のデジタル化の推進

－全家庭における身近で簡便なIT基盤の形成

（1）デジタル放送の現状

デジタル放送は、アナログ放送と比較して、①高

品質な映像・音声サービスやチャンネルの多様化、

②データ放送など放送サービスの高度化やインター

ネット等の通信網との連携サービスの実現、③安定

した移動受信、④話速変換等の障害者・高齢者にや

さしいサービスの充実などのメリットが挙げられる。

また、放送のデジタル化を契機に、通信ネットワ

ークとの接続機能や大容量のコンテンツ蓄積機能を

有するデジタル放送用受信機（サーバー型受信機）

を活用した新たな放送の形態である、いわゆる「サ

ーバー型放送」を実現することも可能となっている

（3-3-2-（1）参照）。

我が国初のデジタル放送としては、平成8年6月の

通信衛星（CS：Communication Satellite）を用い

たCSデジタル放送のサービス開始に始まり、平成10

年7月にはケーブルテレビでも一部の地域において

デジタル放送が開始されている。

また、平成12年1 2月に、放送衛星（BS：

Broadcasting Satellite）によるBSデジタル放送のサ

ービスが開始され、平成14年3月には東経110度CS

デジタル放送が開始された。

国民に広く親しまれている基幹放送である地上テ

レビジョン放送に関しては、関東・近畿・中京の三

大広域圏では平成15（2003）年末までに、その他の

地域では平成18（2006）年末までにデジタル放送を

開始し、平成23（2011）年にはアナログ波による放

送が停止される計画になっている。地上放送のデジ

タル化は我が国のほぼ全世帯に普及しているテレビ

を家庭における簡便な高度情報通信端末とするもの

であり、高度情報通信ネットワーク社会のゲートウ

ェイとしての意義を有している。また、地上デジタ

ル音声放送については、当面、東京・大阪において、

需要の把握、放送サービスの開発を目的とした実用

化試験局による試験放送の実施を予定している。

ケーブルテレビについては、地上放送、BS・CS

放送等全放送メディアのデジタル化が進展する中で、

平成22（2010）年にはほぼすべてがフルデジタル化

されていることを目標としている。また、ケーブル

テレビの世帯普及率が20％を超える中で、そのデジ

タル化は、ケーブルテレビを経由してテレビジョン

放送を視聴している受信者にとってもデジタル化の

メリットを十分に享受できるようにするものとして

期待される（図表①）。

※　地上デジタル音声放送については、実用化試験局による試験放送の実施結果、周波数事情等を総合的に勘案して実用化�

平成 13年� 14年� 15年� 18年� 22年� 23年�

衛星放送�

ケーブル�
テレビ�

地上テレビ�

地上音声�
（ラジオ）�

CS放送：平成8年6月からデジタル放送開始�
 ▲平成14年3月、東経110度CSデジタル放送開始�
BS放送：平成12年12月からデジタル放送開始�

一部の地域において平成10年7月からデジタル放送開始�
�
平成12年12月からBSデジタル放送の再送信開始�

ほぼすべての�
ケーブルテレビ�
のデジタル化�

3大広域圏�
平成15年末までに�
放送開始（親局）▲�

その他地域�
平成18年末までに�
放送開始（親局）▲�

アナログ�
放送終了�

 ▲�
平成13年9月、東京・大阪において�
実用化試験局に係る免許付与�

▲平成15年春頃、東京、大阪地区で実用化試験放送を開始予定�

図表①　放送のデジタル化のスケジュール
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（2）地上デジタル放送

我が国の地上放送のデジタル化については、現在、

これを円滑に推進していくためにデジタル放送の実

施主体となるNHK、民放と総務省の3者が中心とな

り、全国及び各地域に「地上デジタル放送推進協議

会」を設置して、準備を行っているところである。

一方、諸外国の動向をみると、地上放送のデジタ

ル化は、世界の潮流となっており、既に英国、米国

等の欧米諸国のほか、アジアでもシンガポール、韓

国で2001年から開始されている。また、中国におい

ても2000年から試験放送を実施している（図表②）。

英国では、全世帯の約72％で地上デジタル放送が

受信可能となっており、直接の受信世帯は2001年末

で約135万世帯となっている。

また、米国では、全世帯の約75％で地上デジタル

放送が受信可能となっており、デジタル受信機の出

荷台数は、平成2001年末で約222万台となっている。

（3）BSデジタル放送

平成12年12月から放送サービスが開始されたBSデ

ジタル放送は1年を経過したが、現在20の事業者に

より、テレビ放送が10チャンネル、ラジオ放送が23

チャンネル、データ放送が9チャンネル提供されて

いる。

BSデジタル放送では、鮮明で迫力のあるデジタル

ハイビジョン放送を中心として、CD並の高音質な

デジタル音声放送やデータ放送による最新ニュース、

天気予報、交通情報、株式情報など多種多様な情報

とともに、双方向機能を活用した番組への参加やシ

ョッピングサービス等、従来のアナログ放送にはな

い多彩なサービスが行われている。また、1放送局

による多チャンネル編成も可能であることから、デ

ジタルハイビジョンで放送されているチャンネルを

最大3つに分割して、それぞれ別の番組を標準画質

で同時放送する「マルチチャンネル」や、野球中継

等が延長になった場合に次に放送予定の番組と平行

して放送する「臨時編成チャンネル」など、これま

でにない柔軟な番組作りなどが可能となっている。

平成14年3月末時点では、BSデジタルチューナー

及びBSデジタルテレビの出荷台数累計は、約114万

台に達しており、これにケーブルテレビ経由の受信

既に放送を開始�

3年以内に放送開始予定�

検討中�

未定�

�

オランダ�
ノールウェー� ラトヴィア�

ドイツ�
ベルギー�

英国�

スウェーデン�

アイルランド�

デンマーク�

フィンランド�

中国�

イタリア�

スペイン�

フランス�

ポルトガル�

シンガポール�

マレイシア�

タイ�
イラン�

ロシア�
カナダ�

米国�

オーストラリア�

日本�

香港�
台湾�
韓国�

ヴィエトナム� メキシコ�

アルゼンティン�

ブラジル�

ニュー・ジーランド�

インド�

インドネシア�

図表②　世界各国における地上デジタル放送の動向
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（約152万世帯）を加えると、約266万世帯が視聴可

能となっている（図表③、④）。今後は、関係事業

者により2002FIFAワールドカップサッカー等の世界

的なビッグスポーツが開催される期間に合わせて、

ハイビジョンで見るスポーツの迫力を体感できる会

場を全国に設けるなど様々な取組が展開される予定

であり、また、受信機の価格についても着実に低廉

化が進んでいることから、コンテンツの充実等とと

もに、一層の普及拡大が期待されるところである。

（4）CSデジタル放送

CSデジタル放送は、これまで3機の通信衛星（東

経124度、128度及び144度の静止軌道上）を利用し

てサービスが提供されてきたが、平成14年3月から

BSデジタル放送で利用しているBSと同じ東経110度

0

200

400

600

800

1,000

1,200
（千台）�

※　平成13年12月からチューナー内蔵PDPを含む�

（出典）（社）電子情報技術産業協会�

2月� 3月�14年1月�12月�11月�10月�9月�8月�7月�6月�5月�13年4月�平成12年6月
～13年3月�

389 402 409 417 429 439 455 468
493 524 539 555 574

192 203 213 229 247 261
282 319

368

468 485
511

566

581 605 622 646 676 700 737
787

861

992 1,024
1,066

1,140

合計� チューナー� チューナー内蔵テレビ�

図表③　BSデジタル放送受信機の出荷台数（累計）

（出典）NHK

ケーブルテレビ経

由の受信世帯（ア

ナログ変換を含む）�

時　期� H13.3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 H14.1 2 3

104.3 120.8 124.7 127.2 128.1 130.0 131.4 135.4 137.5 140.3 146.0 151.0 152.4

（万世帯）�

図表④　ケーブルテレビ経由の受信世帯数
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の軌道上に打ち上げられたCSを利用した東経110度

CSデジタル放送が開始された。本サービスは、BS

デジタル放送と共用の受信機とアンテナで視聴でき

ることから、BS・CS両デジタル放送があいまって

普及が促進されるものと期待されている。

東経110度CSデジタル放送では、18の委託放送事

業者によりプラット・ワンとスカイパーフェクト・

コミュニケーションズのプラットフォームを利用し

たサービスが提供され、プラット・ワン系の7の委

託放送事業者については、平成14年4月までに順次

放送が開始され、スカイパーフェクト・コミュニケ

ーションズ系の11の委託放送事業者については、同

年7月から本放送が開始される予定である（3-3-2-（3）

参照）。

特に注目されるサービスとしては、放送とインタ

ーネットを連携させ、ハードディスクを専用受信機

に内蔵した蓄積型双方向サービスがある（図表⑤）。

このサービスの場合、専用受信機に搭載されてい

るハードディスクには、専用チャンネルを使って毎

日送られてくる放送を自動的に蓄積されるエリアと

ユーザーのニーズに合わせてBSデジタル／110度CS

放送番組をビデオ感覚で記録できるユーザーエリア

があり、これらに保存されたものは好きなときに利

用することができる。また、受信機には56kbpsのモ

デムも内蔵されており、ショッピングなどインター

ネットを利用した双方向サービスやメール送信等も

利用可能となる。平成14年7月からサービスが開始

される予定となっている。

（出典）イーピー�

HDD�
蓄積データ�ユーザー領域�IP接続（インターネット）�

110°CS放送�

サービスプロバイダ�

�110 ゜CS

イーピー領域�

イーピー放送�
株式会社�

イーピー�
株式会社�

図表⑤　蓄積型双方向サービスの仕組


